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プラス改定とはなっているが、これまで同様に制度の主旨に沿った各種加算を算定しなければ収入
の維持増加は難しい状況となっている。





医療法人誠井会介護部における第８期中長期計画の方向性について

第８期の中長期計画についてこれまでの中長期計画の方向性であった、
①人財マネジメント②地域活動推進③サービス改革の３つの領域を整理
する形で、新たに感染症や非常災害への対応力強化を含めた事業所として
の役割を再度明確化していくこととなる。
令和３年度の介護報酬改定においても「感染症や災害への対応力強化」を

図るとともに、団塊の世代の全てが75歳以上となる2025年に向けて、
2040年も見据えながら、「地域包括ケアシステムの推進」、「自立支援・重
度化防止の取組の推進」、「介護人材の確保・介護現場の革新」、「制度の
安定性・持続可能性の確保」の５つが主な事項となっており、当法人介護部
においても次項の３点を重点課題として今後３年間取り組んでいくこととす
る。



②人財・テクノロジー導入

人財の発掘と育成の強化

業務を分散できるテクノ

ロジーの導入

第８期中長期計画における重点項目

①災害・感染症対策

自事業所内に留まらない、
地域や行政機関との緊密
な連携の推進

③地域との関係性再構築

感染症対策を行いながら

事業所や高齢者の地域性の

再構築を行っていく

①地域や行政、他事業所を巻き込んだ感染症対策や災害への対応力強化
②中重度の要介護者へ対応できる介護人財の育成・介護テクノロジーの活用
③新型コロナで途切れた地域との関係性の再構築の推進



第８期中長期計画の位置づけ
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第１期計画 第２期計画 第３期計画

第４期計画 第５期計画 第６期計画

第７期計画

介護保険制度開始 介護報酬改定

井料デイサービスセンター開設
井料居宅介護支援事業所開設

介護報酬改定

新予防給付
地域密着型サービス

デイサービス陽だまり
開設

介護報酬改定 介護報酬改定 介護報酬改定
新総合事業

GH陽だまり日輪荘開設
（介護予防拠点併設）

サービス付き高齢者向け住宅
サンライズ吹上開設

小規模多機能ホーム陽だまり開設
GH福寿荘開設

介護報酬改定
介護医療院
地域共生

2021 2022 2023

第８期計画介護報酬改定
新型コロナウイルス対策
LIFE創設







① 地域を巻き込んだ感染症対策や災害への対応力強化

地域の中にある当法人として地域との協力関係については必須のものである。
今後新型コロナウイルスに限らず、様々な感染症の発生や非常災害の発災が
考えられるため、有事の際の体制など綿密な計画を基に訓練やシミュレー
ションを行っていく必要がある。

・ＢＣＰ（事業継続計画）作成→２０２０年１０月策定済
・保健衛生委員会を中心にシミュレーションの実施や委員会開催、指針の整備、
定期的な研修会の実施を行っていく

・他施設や行政機関との連携の強化

・ＢＣＰ（事業継続計画）作成→各施設ごとに２０２１年上半期策定
・感染症対策を行ったうえでの地域住民への訓練への参加の依頼
・消防訓練と併せて、法人全体での定期的な非常災害対策訓練の実施
・地域でのAEDの使用方法等緊急時の対応訓練への参加など自事業所の資源の提供
・備蓄品についての管理の強化

新型コロナウイルス感染症（感染症全般）への対応力強化

非常災害（地震・豪雨・台風等）への対応力強化

保健衛生委員会

防災委員会









② 中重度の要介護者へ対応できる介護人財の育成・
介護テクノロジーの活用

介護業界全体として人材不足・人材の高齢化、さらには人件費率の上昇による利益率の
圧迫など社会保障費の上昇に比例するように経営難に陥っている。
当事業所においても約２０％が６０歳代以上となっており、今後必要な人財の確保と共に、
「人」に代わるテクノロジーの検討を当法人としても検討をしていく必要がある。

移乗介助 移動支援 排泄支援 見守り支援 入浴支援 介護記録システム

上記の分野以外にも様々な生活場面において、職員の心身の負担軽減に繋げ
られるように、より有益なものを活用出来るよう検討を行っていく

（２０２１年度）

業者リスト作成
展示会等情報収集
コスト確認
補助金の有無確認

（２０２２年度）

デモ器の使用による活用
可能性の確認

（２０２３年度）

導入・補助金の申請

（新設）テクノロジー導入対策委員会





③ 新型コロナで途切れた地域との関係性の再構築

新型コロナウイルス感染症対策として今まで行ってきた地域との関わりに
ついて関係が遠くなってしまった部分などもあるため、もう一度地域への
事業所の持つ「社会資源」としての役割を果たしていけるように取り組む。

福祉避難施設としての役割の模索 社会参加の場の提供 高齢者の役割の場

障がい者施設との連携 多様な世代との関わり 施設を知ってもらう活動

地域との関係づくりにおいては各施設の役割や能力を活かした活動の実施が求めら
れている。各施設の月間計画以外にも、法人として年間を通して毎月取り組んでいく
項目を策定し、施設内に留まらない社会参加の取組を行っていく。

バリアフリー化されておりクリニック併設
であることから井料デイサービスを中心に
大規模災害時の相談先としての可能性があ
り、体制についても整備が必要となる可能
性がある

通所、入所している場所がすべてではなく、
地域へ出ていき地域との繋がりを大切に出
来るように地域の様々な社会資源との中継
地点となれるような視点を持つ

高齢者＝介護を受けるという視点を捨て、
施設内、そして地域でも役割を持つことが
出来るような仕掛けづくりやプログラム作
りを行っていく

地域共生社会において、障がい者分野との
連携の必要性はますます高まっていくと
考えられる。地域活動を通じて、施設同士
が繋がりを持てるよう・関りを積極的に働
きかけていく

クリニックの患者様、そして近隣の他産業
の事業所、幼児施設や小学校中学校など、
関わりや間口を広げられるような交流や
お互いにメリットのあるプレゼンテーショ
ンを検討していく

介護施設の知名度、介護に対する印象は
まだまだ必ずしも良い側面や良いイメージ
だけではない。時代は変わり新しい介護の
取り組みや「おしゃれ、カッコいい」と
思ってもらえる新たな価値観に働きかける
ようなイメージづくりを行う


